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●● 1．低下するドルベースの国民生活水準

　日本経済の潜在成長率は長期的な低下傾向をたどっている。内閣府の

推計によれば、90年代半ばには 1 ％台半ばであったものが、2010年代末

以降は0.4～0.5％にまで低下している。日銀推計でも直近の推計値は0.6

～0.7％とやや高めであるが、同様の傾向が確認できる。この背景には、

最も基本的な生産要素である労働力の伸び悩みがあることは言うまでも

ない。生産要素の寄与度の内訳がわかる日銀ベースでは、労働力（労働

時間および就業者数）の寄与度は基本的にマイナスで推移してきてい

る。しかし、資本ストックの寄与度も、90年代半ばには 1 ％前後あった

ものが、直近には0.1％にまで大きく低下しており、TFPの寄与度も伸

び悩んでいることを見落とせない（図表 1 ）。

　こうした資本ストックおよびTFPの成長寄与の低下は、労働生産性の

低迷という形に現れ、経済財政政策の最終目的である国民生活水準の停

滞につながっている。とりわけ、近年は円相場が下落基調で推移してき

たことで、国際価格（ドルベース）でみたわが国の一人当たり実質所得

水準は、2024年にピークの2012年から 4 割も下落している（図表 2 ）。「安

いニッポン（注 1 ）」は海外に旅行すると痛感するが、無資源国・日本にと

っては、食糧やエネルギーという基礎的物資を海外からの輸入に多くを

頼っているだけに、近年のトレンドが継続すれば、 1 ～ 2 世代先には、
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（図表 1）潜在成長率の寄与度分解

（図表 2）一人当たり実質GDP（2000年連鎖価格）

（資料）日本銀行

（資料）内閣府「国民経済計算」、日本銀行時系列統計データ検索
サイト

経済先進国の地位から転落することになるのが懸念される状況である。

　そうした状況を反転させようと、高市政権は「強い経済」をキーワー

ドに、官民連携による投資促進を経済財政政策の最優先課題と位置づ
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け、17戦略分野に積極的な投資を推進していく方針を示している。大き

な方向性は賛同できるが、政策体系全体が所期の目標を達成するものと

なっているかに疑問がある。積極的な財政政策をバックに投資を増やし

て潜在成長率の押上げに成功しても、近年の円安トレンドに歯止めがか

からなければ、国民生活水準の向上は達成できない。持続的な円安進行

の基本的な背景には、外国為替の実需につながる貿易サービス収支基調

の赤字化があると考えられるが、積極的な財政政策による財政規律の緩

みが利上げに慎重な金融政策と相まって、円安を後押しする方向に作用

している点に、政策の不整合がある。

　もちろん、経済成長は財政再建の前提であり、高市政権が「強い経

済」をキーワードにしていることに賛同できるのは既述の通りである。

しかし、今、強く意識すべきは弱い円からの脱却であり、それと整合的

な財政経済政策が求められている。

●● 2．円安進行の背景（注 2 ）

　為替相場の変動には様々な要素が絡み合って影響し、最近の円安トレ

ンドの背景を特定することは難しい。とはいえ、すでに指摘した通り、外

国為替の実需につながる貿易サービス収支基調の赤字化が、大きく影響

していることは確かであろう。これは、財・サービスの輸出総額がその輸

入総額を上回っている収支黒字の時は、ネットで実需の円買いが発生す

るが、輸入総額が輸出総額を上回る収支赤字になると、逆に円売りが優勢

になるからである。名目実効為替レートの長期的な推移をみると、2010

年代初めが円高のピークになっている。ちょうどこのころ貿易サービス

収支が赤字基調に転じており、円安トレンドの基本的要因に貿易サービ

ス収支の赤字化があることが窺われる。コロナ・パンデミック以降も貿

易サービス赤字が拡大するもとで一段の円安が進んでいる（図表 3 ）。

　こうした貿易サービス収支基調の赤字化は、円安にもかかわらず輸入

が底堅く推移する一方、輸出が伸び悩んできたことによる（図表 4 ）。

輸入の底堅さの背景には、食糧及びエネルギーの自給率が低いなか、国

際市況の上昇で輸入価格が大きく上昇しても輸入量を減らせないことが
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（図表 3）貿易サービス収支と円相場

（図表 4）輸出入と貿易サービス収支

（資料）日本銀行「時系列統計データ検索サイト」

（資料）日本銀行「時系列統計データ検索サイト」
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ある。加えて見逃せないのが、経済のデジタル化が急速に進むなか、米

国プラットフォーム産業による世界市場の寡占化で、いわゆるデジタル

赤字が急速に拡大していることだ。一方、輸出の伸び悩みの背景には、

中国・韓国・台湾などアジア新興国の躍進で世界における日本の製品の

輸出シェアが低下していることがある。円安の進行は、教科書的には貿

易サービス収支を改善させる効果があるはずであるが、そうした状況に

はなっていない。

　こうして円安の貿易サービス収支の改善効果が期待できないなか、積

極財政を続けると輸入が減らず、貿易サービス収支の悪化を通じて更な

る円安を誘発する。食糧・エネルギーの自給率が低い状況での円安進行

は生活必需品の物価高騰をもたらして、中低所得層中心に国民生活水準

の低下を招くことになる。

●● 3．貿易サービス収支の黒字化につながる財政
経済政策

　以上のようにみてくると、真に「強い経済」の再建をもたらす財政経

済政策とは、それが結果として貿易サービス収支基調の黒字化につなが

るものでなくてはならない。それはもちろん、米国トランプ政権の

「MAGA」流の発想で、高関税や保護貿易政策を採ることではない。リ

カード以来の比較優位原理に則って、強い分野をますます伸ばすという

発想が基本であるべきだ。

　もっとも、2022年 2 月のロシアのウクライナ侵略以降、イスラエルの

ガザ侵攻（2023年10月）、そして、2026年 2 月の米トランプ政権のイラ

ン攻撃と、世界の地政学的状況は一気に厳しさを増している。コロナ・

パンデミック時の基礎的物資の不足の記憶も新しいなか、もはやナイー

ブな自由貿易礼賛の論理は非現実的であることも確かである。

　そうしたなか、高市政権が進める「戦略17分野」での官民投資の促進

策は、具体策の精査が必要である。確かに、経済安全保障の根幹である

食糧、エネルギー、医療、そしてサイバーセキュリティーに関わる分野

については、自給率の引上げ・対外依存引き下げのための積極的な政府
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の関与が必要になるであろう。しかし、これまでの産業政策の歴史から

学べば、産業競争力の観点からは国による介入は基本的にマイナスであ

り、国家の存立基盤のための「必要コスト」として国が介入するのは必

要最小限にとどめるという発想が必要である。つまり、輸出の伸び悩み

に窺われる日本の産業競争力低下への対応は、あくまで民主導で行われ

ることが基本線であるべきだ。その点で、失速気味に見える規制改革の

取り組みを再加速する必要があり、成長戦略関連で国が財政資金の増額

を検討する際は、無形資産の蓄積に資する研究開発分野と人材育成分野

を中心とすべきであろう。

●● 4．現場力復活こそが鍵（注 3 ）

　高市政権は「強い経済」の再建策について、資本ストックの増強に焦

点を当てているが、供給制約の度合いでいえば労働力にこそネックがあ

る。本稿最初にみた日銀推計の潜在成長率のデータによれば、2025年10

～12月時点で、資本ストックの投入ギャップの不足分はGDP比で0.29％

であるが、労働力の投入ギャップの不足分は0.36％に上る（図表 5 ）。

資本ストックのギャップが解消されたとしても、労働力のキャップが解

消されなければ、成長力の高まりは実現できない。

　そもそも資本ストックの増強と労働力の増強は、一体的にセットで進

めることが重要である。日本のTFPの伸び悩みの背景に指摘されるの

がデジタル等無形資産投資の遅れである。無形資産の代表はデジタル関

連投資であるが、それは情報の収集・加工・流通にかかわる技術であ

り、先進国の知識産業化を進めるための不可欠な要素である。中でも最

近の生成AIの進化は目覚ましく、AI先進国米国では、一部の産業で大

幅な生産性向上に寄与し始めている。プロフェッショナルサービスや本

社機能では2019～24年の労働生産性伸び率は、2000～19年に比べて大幅

に高まっている（注 4 ）。これらは、生成AIが得意とする高度なオフィス

ワークを行うセクターであり、その寄与が顕在化しはじめている。

　もちろんこれはAIが専門性が高くても初級レベルのホワイトカラー

の仕事をこなせるようになったからであるが、その裏側では、そのAI



資本市場　2026．8（No. 492）月
刊 65

が行えるタスクを全体の仕事のフローのなかに位置付け、業務プロセス

を変革した結果であることを見落とすべきでない。その過程では、オフ

ィスワーカーはAIを使いこなすための知識や技能を身に着ける必要が

ある。つまり、部分的・局所的にみれば、AIは仕事を奪うが、産業・

企業の価値創造プロセス全体をみれば、そのプロセスの組み換えが起こ

り、人には新たな役割が与えられている。端的に言えば、人と技術の新

たな共同作業の再構築が求められるのである。

　生成AIのインパクトはオフィス労働に関して注目されるが、物理的な

加工・流通を伴う現場労働にもインパクトを与える。その在り方は、オフ

ィス労働以上に人と機械の共同作業の密接な結びつきが求められる。こ

こにこそ、「強い経済」を日本に復活させるカギがあるように思われる。

　そもそも企業競争力・産業競争力は、革新力と品質力の組み合わせに

よって生まれる。わが国の比較優位を考えれば、品質力にこそ強みがあ

り、現場労働の質の高さに起因するものである。人材不足の深刻化が指

摘され、デジタル人材の不足が声高に言われるが、それ以上に不足が深

刻なのが現場人材である。図表 6 は職種別の有効求人倍率をみたもので

あるが、管理的職業や事務従事者といった典型的なオフィス労働は 1 を

（図表 5）需給ギャップの内訳

（資料）日本銀行
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下回っているが、専門的・技術的職業従事者は 1 を上回っており、AI

のオフィス労働への影響は想定されている形ではまだ表れていない。一

方で、多くの現場系職種では 1 を上回っており、とりわけ保安職業従事

者、建設・採掘従事者、そして介護サービス職業従事者で、人手不足が

顕著であることがわかる。

　このように、わが国でも米国同様、現場系労働における人材不足がオ

フィス労働部門よりも顕著に表れているが、この理由としてはわが国の

場合、労働力の学歴別構成変化の影響が大きいと考えられる。すなわ

ち、若年人口が継続的な減少をたどるなか、他方で大卒比率がハイペー

スで上昇してきたことで、新規大卒就職者数は依然として増加トレンド

を維持している。その裏側で、新規高卒就職者は長期減少傾向にあり、

とりわけここ数年の減少傾向が顕著である。この背景には、現場系職種

の大卒者の就業割合はせいぜい 1 割をやや上回る程度であり、多くの大

卒者はオフィス労働に従事するという状況がある。

　現状は、オフィス労働の余剰は深刻でないものの、今後、わが国でも

（図表 6）わが国の職種別有効求人倍率

（資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」



資本市場　2026．8（No. 492）月
刊 67

生成AIの活用が進んでくると、オフィス労働需要は緩和していくこと

が予想される。一方、若年人口はますます減少する方向であり、大学進

学率が上昇傾向をたどっていること、さらに現時点で現場労働を支えて

いるベテラン労働者が肉体的な限界から今後引退していく点を勘案する

と、現場労働の逼迫はますます厳しくなる可能性が高い。

●● 5．「現場起点のDX・BX」と「AEW」

　では、どのようにすればいいのか。筆者の考えは、デジタル技術やロ

ボット工学などの新技術を積極的に導入して業務の効率化・自動化を進

め、現場労働の生産性を飛躍的に向上させることに突破口があるという

ものである。実際、この点について職種別の賃金上昇率をみると、従業

員一人当たりのソフトウェア資産額が大きいほど、高くなる傾向があ

る。賃金上昇の原資は生産性向上であることを踏まえれば、デジタル投

資が生産性を高め、賃金上昇に貢献していることが窺われる。

　ただし、それは一握りの戦略部門の人材が主導する「技術起点のDX

（デジタル・トランスフォーメーション）」ではなく、多くの現場人材が

理解し活用する、いわば「現場起点のDX・BX（ビジネス・トランスフ

ォーメーション）」でなければならない。加えて、物理的な業務を伴う

現場の生産性を上げるには、デジタル技術のみならず、機械工学・ロボ

ット工学を使った技術の活用も必要になる。

　この「現場起点のDX・BX」が推し進められれば、わが国の現場労働

の不足は解消に向かい、日本企業の強さである「品質力」を維持・強化

することにもつながる。その際の最大の問題は、誰がそうした「現場起

点のDX」を推進するかである。現状、技術と現場の間には大きなギャ

ップがあり、この技術と現場をつなぐ人材が必要になる。そうした人材

は「高度現場人材＝アドバンスト・エッセンシャルワーカー（AEW）」

と名付けられる（注 5 ）。それは、技術に関する知識を有して、それを使

いこなして現場をリードする、あるいは、技術導入に必要な業務プロセ

スの変革を担う役割を果たす。AEWは、現場の生産性を高める存在で

あり、当然高処遇が得られる働き方でもある。その対象分野は、介護・
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看護・物流などの狭義のエッセンシャル分野のみならず、建設・農業・

公共交通、さらには製造部門など、広く日本の生活・産業基盤を支える

現場部門である。

　そして、この現場部門の復活・強化こそがわが国産業・企業の輸出競

争力を高める王道であり、引いては円安トレンドに歯止めをかけ、国際

価格でみたわが国の一人当たり実質所得水準を再び引き上げることにつ

ながっていく。

　AEWの創出は、オフィス部門のデジタル化を加速させ、経済全体の

生産性を高める触媒にもなる。なぜならオフィス労働の既存業務におい

ては生成AIによる雇用代替が大規模に起こる可能性があり、これを実

現することがその生産性を飛躍的に高めることになるが、新たな雇用の

受け皿がなければ、移行はスムーズに進まない。既存の現場労働は、処

遇が低く、「3K」のイメージも残っているため、余剰が見込まれる大卒

が喜んで働く場にはなりにくい。しかし、処遇がよく技術を駆使する

AEWは、大卒労働者の魅力ある受け皿になることが期待できる。

　AEWは新しい職種のため、具体的なものが確立しているわけではな

いが、現時点では①デジタル技術やロボット技術を使いこなし、高いレ

ベルの業務を効率的にこなす「現場オペレーション・ワーカー」、およ

び、②デジタル技術やロボット技術の現場への導入を指導し、業務改革

を行いながら現場の生産性を飛躍的に高めることを総合的に推進する

「現場コーディネーション・ワーカー」の 2 つのタイプが考えられる。

このAEWは「AI本格普及時代」に対応した産業・雇用構造構築の鍵を

握るが、それは自然発生的に広がっていく保証はない。産官学、政労使

が協力して、意識的に創出していくことが求められる。具体的には、①

AEWの能力要件（コンピテンシー）の明確化②育成プログラム策定と

職業能力認定制度の整備③社会的価値に見合った処遇実現のための賃上

げ原資の確保 3 つの点に取り組む必要がある。

　「現場起点のDX・BX」と「AEW」を両輪とした現場力の復権が、輸

出拡大を通じた貿易サービス収支の改善と円安是正につながる王道であ

る。そして、それこそが「強い経済」と実質国民生活水準の向上に道を
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開くであろう。

（注 1 ）中藤玲（2021）『安いニッポン　「価格」が示す停滞』日本経済新聞出版
（注 2 ）本節および次節は、拙稿「高市「骨太方針2026」が対処すべき経済財政運営の“ト

リレンマ”脱出の方法、成長戦略の優先順位を」（ダイヤモンド・オンライン2026年 6 月

8 日配信）を基に再構成している。
（注 3 ）本節および次節は、拙稿「生成AIが変える職種構造と高度現場人材（AEW）の創

出」日本総研ビューポイントNo.2026-002　を基に再構成した。
（注 4 ）“The Lazarus effect ―America is experiencing a productivity miracle　AI hasn’t

—yet—got much to do with it”The economist May 11th 2026
（注 5 ）筆者が「日経リスキリングコンソーシアム」の第 2 回アドバイザリーボード（2024

年 1 月）において、フィジカルかつエモーショナルな「人による労働」と、AI＋ロボ

ティクスによる「技術による作業」を融合し、生産性が高く創造的な基盤的産業部門で

働く人々を「アドバンスト・エッセンシャルワーカー（AEW）」として紹介した。
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